
 

 

○建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針（平成二十八年国土交通省告示第

六百九号） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針 

第１ 建築物のエネルギー消費性能の向上の意義及び目標に関する事項 

１．意義 

我が国はエネルギー源の中心となっている化石燃料に乏しく、その大宗を海外からの輸

入に頼る根本的脆弱性を抱えており、国民生活及び産業活動の基盤となるエネルギーの安

定的確保は常に大きな課題であり、エネルギーの需給構造の早期安定化が不可欠である。

また、エネルギーの安定的供給構造の確立とともに、徹底した省エネルギー社会の実現、

再生可能エネルギーの導入加速化等を推進することが強く求められている。 

こうした中、平成２７年（２０１５年）７月、令和１２年度（２０３０年度）における

エネルギー需給構造のあるべき姿を示した長期エネルギー需給見通しが策定され、さらに、

平成３０年（２０１８年）７月に閣議決定された第５次エネルギー基本計画の中で、その

実現を目指すこととされている。長期エネルギー需給見通しにおいては、省エネルギー対

策の見通しとして、令和１２年度（２０３０年度）のエネルギー消費量を省エネルギー対

策前と比較して約１３％削減することが掲げられている。 

エネルギー消費量については、産業部門・運輸部門が減少・微増する中、業務・家庭部

門において著しく増加し、現在ではエネルギー消費量全体の約３割を占めるに至っており、

省エネルギー社会を確立していく上では、業務・家庭部門のエネルギー消費量の削減が喫

緊の課題となっている。業務・家庭部門において高い省エネルギー効果が期待されるのは、

建築物の省エネルギー化であることから、建築物の新築や増改築等の建築行為の機会を捉

えて、外壁、窓等の断熱性能等の確保や高効率設備の導入等の省エネルギー化のための措

置を講じ、建築物のエネルギー消費性能の向上を図ることが必要である。 

また、平成２７年（２０１５年）１２月に、温室効果ガス排出削減のための国際的な枠

組みである「パリ協定」が採択（平成２８年（２０１６年）１１月発効）され、同協定を

踏まえ、平成２８年（２０１６年）５月に閣議決定された地球温暖化対策計画において、

長期エネルギー需給見通しと整合的なものとして、令和１２年度（２０３０年度）の温室

効果ガス排出量を平成２５年度（２０１３年度）と比較して２６．０％削減する目標が掲

げられている。その内訳として、業務その他部門及び家庭部門の温室効果ガス排出削減目

標は、それぞれ令和１２年度（２０３０年度）に平成２５年度（２０１３年度）比で約４

０％削減することとされており、その削減に当たっては、新築建築物における建築物エネ

ルギー消費性能基準（建築物の備えるべきエネルギー消費性能の確保のために必要な建築

物の構造及び設備に関する基準をいう。以下同じ。）への適合の推進や既存建築物の省エ

ネルギー改修等により建築物のエネルギー消費性能の向上を図ることが、今後一層重要と

なる。さらには、建築物の外壁、窓等の断熱化等は、省エネルギーの観点のみならず、室

内の温熱環境の改善にもつながることから、居住者等の健康の維持及び増進や執務環境の

向上等に寄与することが考えられる。 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下「本法」という。）は、こうし

た建築物のエネルギー消費性能の向上を図るための措置を定めたものであり、エネルギー

の使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）と相まって、建築物のエネル



 

 

ギー消費性能の向上を図り、もって国民経済の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与す

ることを目的としている。 

２．目標 

建築物のエネルギー消費性能の向上は、我が国の業務・家庭部門のエネルギー消費量を

削減していくための取組の一環を成すものであり、次に掲げる事項を目標とするものであ

る。 

（１） 新築時の建築物エネルギー消費性能基準への適合の確保 

建築物の新築時は、外壁、窓等の断熱性能等の確保や高効率設備の導入等を比較的行

いやすく、また、建築物は一旦新築されればストックとして長期にわたり使用されるこ

とから、建築ストックのエネルギー消費性能の向上を図るためには、新築時に一定のエ

ネルギー消費性能を確実に確保することが重要である。そこで、新築の建築物について

は、建築物エネルギー消費性能基準への適合の確保に向けて、建築物の規模・用途ごと

の特性に応じた実効性の高い対策を講じることとする。 

このため、本法では、住宅以外の一定規模以上の建築物について、新築時に建築物エ

ネルギー消費性能基準への適合を義務付ける制度（以下「基準適合義務制度」という。）

の対象とするとともに、基準適合義務制度の対象となっていない建築物についても、中

規模以上のものの新築については届出を義務付ける制度（以下「届出義務制度」という。）

の対象とすることとする。 

また、これら基準適合義務制度及び届出義務制度に係る建築物以外の建築物（以下「小

規模建築物」という。）についても、設計を行う建築士による建築物エネルギー消費性

能基準への適合性の評価及び当該評価の結果等についての建築主への説明を義務付け

る制度（以下「評価・説明義務制度」という。）の対象とすることとする。 

（２） 既存ストックの省エネルギー改修の促進 

膨大な建築ストックのエネルギー消費性能を向上させるためには、建築物の新築時の

エネルギー消費性能の確保に加えて、既存建築物のエネルギー消費性能の向上も重要で

ある。一方で、増改築以外の改修による建築物のエネルギー消費性能の向上については、

新築や増改築に比べてコストや構造上の制約が大きい。そこで、本法では、増改築の場

合については、基準適合義務制度、届出義務制度及び評価・説明義務制度によって、そ

の他の改修の場合については、建築物のエネルギー消費性能に係る認定や表示の制度等

によってエネルギー消費性能の向上を推進し、支援措置と相まって、建築ストック全体

のエネルギー消費性能の底上げを図ることとする。 

（３） エネルギー消費性能に優れた建築物の整備及び普及促進 

国全体のエネルギー消費量を削減するに当たっては、エネルギー消費性能が建築物エ

ネルギー消費性能基準を超える優れた建築物の普及を図ることが不可欠である。このた

め、以下の取組を行う。 

① ＺＥＨ、ＺＥＢ、ＬＣＣＭ住宅 

新築建築物について、外壁、窓等の断熱性能等の確保及び設備の大幅な効率化を図

るとともに、再生可能エネルギーの利用を推進し、年間の一次エネルギー消費量が正

味（ネット）でゼロ又は概ねゼロとなるＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）

やＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の更なる普及を図る。 

これらＺＥＨ・ＺＥＢとあわせて、資材製造や建設段階から運用段階までの二酸化



 

 

炭素排出量の削減、住宅の長寿命化によりライフサイクル全体を通じた二酸化炭素排

出量をマイナスにするＬＣＣＭ住宅（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス住宅）

の普及を目指す。 

② 住宅トップランナー制度 

特定建築主（自らが定めた一戸建ての住宅の構造及び設備に関する規格（屋根、壁

又は床その他の構造の寸法等及び空気調和設備その他の設備の種類等に関する規格

をいう。以下②及び第２の２．（４）において同じ。）に基づき一戸建ての住宅を一

定戸数以上新築し、これを分譲することを業として行う建築主をいう。以下同じ。）

の新築する当該規格に基づく一戸建ての住宅（第３の４．において「分譲型一戸建て

規格住宅」という。）及び特定建設工事業者（自らが定めた住宅の構造及び設備に関

する規格に基づく住宅を新たに一定戸数以上建設する工事を業として請け負う者を

いう。以下同じ。）の新たに建設する当該規格に基づく住宅（第３の４．において「請

負型規格住宅」という。）について、それぞれ目標年度においてこれらの住宅のエネ

ルギー消費性能の一層の向上のために必要な住宅の構造及び設備に関する基準を設

定し、建築物のエネルギー消費性能の向上を図る。 

③ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定及び容積率の特例制度 

建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能基準を超え、かつ、建築

物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべき基準（以下「建築物

エネルギー消費性能誘導基準」という。）に適合すること等の基準を満たす場合には、

建築物エネルギー消費性能向上計画の認定及び容積率の特例を受けることができる

こととし、エネルギー消費性能の優れた建築物の普及を図ることとする。 

④ 建築物のエネルギー消費性能の表示制度 

建築物の建築主や買主及び借主等の消費者が建築物の購入や賃借に当たり、建築物

のエネルギー消費性能に関する情報を容易に取得できるよう、建築物のエネルギー消

費性能の表示制度の充実及び定着により環境性能の見える化を図ることで、エネルギ

ー消費性能の優れた建築物が市場で適切に評価され、消費者に選択される環境の整備

を進める。 

第２ 建築物のエネルギー消費性能の向上のための施策に関する基本的な事項 

１．国、地方公共団体等の各主体の役割 

建築ストックのエネルギー消費性能の向上を図るためには、建築主等が、その意義及び

目標を十分認識して自発的に取り組むことが重要である。 

このため、国及び地方公共団体は、建築物のエネルギー消費性能の向上の意義及び目標

に関し、建築主等に対する啓発に努めるとともに、建築主等の取組をできる限り支援する

観点から、エネルギー消費性能に優れた建築物の建築等（建築物の新築、増築若しくは改

築（以下「建築」という。）、建築物の修繕若しくは模様替又は建築物への空気調和設備

等の設置若しくは建築物に設けた空気調和設備等の改修をいう。）を行いやすい環境の整

備や負担軽減のための制度の構築等、必要な施策を講ずるよう努めることとする。 

具体的には、国は、地方公共団体及び関係する団体・機関等と協力して、建築主等、設

計者、施工者、建築物の販売又は賃貸を行う事業者（以下「販売・賃貸事業者」という。）

等に対して、本法の基準及び手続並びに支援制度の周知に取り組むとともに、建築物の設

計及び施工、建築物エネルギー消費性能適合性判定等を担う技術者の育成を含め、当該判



 

 

定等に係る執行体制の充実及び強化に努めるものとする。 

また、エネルギー消費性能に優れた建築物の普及及び啓発の観点からも、国や地方公共

団体の公共建築物については、積極的にエネルギー消費性能の向上を図る必要がある。特

に、不特定多数の者が利用する公共建築物については、当該建築物のエネルギー消費性能

を積極的に表示することにより、建築物のエネルギー消費性能に係る表示の普及に努める

ものとする。 

建築物のエネルギー消費量を削減するためには、本法に定める建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する措置とあわせて、建築物の使用者による自主的な省エネルギーのため

の行動を促すことが重要である。そこで、国は、地方公共団体や設計者、施工者、販売・

賃貸事業者等と連携し、建築物のエネルギー消費性能の向上による温室効果ガス排出量の

削減の必要性や光熱費の削減の効果などについて、建築物の建築主や買主及び借主等の消

費者に対して情報発信を行うよう努めるものとする。この際、建築物のエネルギー消費性

能の向上は、光熱費等の削減だけでなく、断熱化による室内の温熱環境の改善、ヒートシ

ョックの防止及び壁の表面結露・カビ発生による室内空気質の汚染防止等につながり、ひ

いては居住者の健康維持や快適性の向上等に資することについて、理解を促すことが必要

である。こうした情報発信を進めるため、住宅の断熱性能向上に伴う多様な効果について

の検証を進める。あわせて、消費者が物件選択の際に住宅の省エネ性能を容易に把握でき

るようにするため、住宅情報提供サイト等において、消費者にとってわかりやすい想定光

熱費情報を含めた省エネ性能の表示を促す方策の検討を進める。 

また、既存建築物のエネルギー消費性能の向上を着実に進めていくためにはエネルギー

消費性能を向上させるための改修の実施にあたって、既存建築物のエネルギー消費性能を

診断・評価する必要があることから、当該診断・評価を簡易に実施する手法の開発等を進

めるとともに、長時間利用する室のエネルギー消費性能を向上させるための改修など部分

的・効率的な改修の有効性等について検証しつつ、当該改修を促す方策についても検討を

進める。 

国及び地方公共団体は、こうした取組を着実に進めることで、業務その他部門及び家庭

部門に係る建築物のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の削減についての令和１

２年度（２０３０年度）の中期目標等の達成を確実なものとする。また、国は、令和３２

年（２０５０年）までに８０％の温室効果ガスの削減を目指すといった長期的目標の達成

も見据え、建築物のエネルギー消費性能に関する実態や設計・施工に係る実態等について

継続的に最新の状況を把握し、その状況を踏まえ、制度の不断の見直し等を図ることとす

る。 

２．本法に定める建築物のエネルギー消費性能の向上のための措置に関する基本的な考え方 

建築物のエネルギー消費性能の向上を図るためには、建築物の特性を踏まえつつ、規制

的措置と誘導的措置とを一体的に講ずることが有効である。 

そこで、本法では、建築物の新築時等において、一定のエネルギー消費性能の確保を図

るための規制的措置として、（１）基準適合義務制度、（２）届出義務制度及び（３）評

価・説明義務制度を設けるとともに、高いエネルギー消費性能を有する住宅の供給促進を

図るため、（４）特定建築主の新築する住宅及び特定建設工事業者の新たに建設する住宅

について、エネルギー消費性能の一層の向上のために必要な住宅の構造及び設備に関する

基準に適合させるよう求める制度（以下「住宅トップランナー制度」という。）を設けて



 

 

いる。 

また、誘導的措置としては、エネルギー消費性能に優れた建築物が市場で適切に評価さ

れる環境を整備するための（５）基準適合認定建築物（建築物エネルギー消費性能基準に

適合している旨の所管行政庁の認定を受けた建築物をいう。以下（５）②において同じ。）

に係る表示制度とともに、エネルギー消費性能に優れた建築物の建築等を誘導するための

（６）建築物エネルギー消費性能誘導基準に適合すること等の基準を満たす場合の容積率

の特例を設けている。 

（１） 基準適合義務制度 

建築物の建築の機会を捉えて、省エネルギー化のための措置を講ずることが効果的で

あることから、本法では、住宅以外の一定規模以上の建築物の建築をしようとする場合

に、建築主に対して基準適合義務を課している。 

所管行政庁は、登録建築物エネルギー消費性能判定機関、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）第２条第３５号に規定する特定行政庁及び同法第７７条の２１に規定す

る指定確認検査機関とともに、建築をしようとする建築主に対して、建築確認と併せて

建築物エネルギー消費性能適合性判定等の手続が必要となる旨を十分に周知し、確実な

実施と建築物エネルギー消費性能基準への適合の確保に努めるものとする。 

（２） 届出義務制度 

基準適合義務制度の対象となっていない建築物のエネルギー消費量についても、新築

建築物全体のエネルギー消費量に占める割合は少なくないことから、本法では、一定規

模以上の建築物の建築の際には、建築主による所管行政庁への届出を義務付けている。 

その際、建築主が建築物エネルギー消費性能基準に適合していることを証明する登録

住宅性能評価機関（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）

第５条第１項に規定するものをいう。）等による評価の結果（以下（２）において「評

価書」という。）を提出する場合には、届出期限を短縮するとともに、届出に係る手続

の簡素化を図ることとする。 

所管行政庁は、届出に係る建築物の計画が、建築物エネルギー消費性能基準に適合せ

ず、必要と認めるときは、建築主に対して計画の変更の指示等をすることができるが、

届出に際して評価書が提出される場合は所管行政庁の審査業務の負担が軽減されるこ

とから、所管行政庁による建築物エネルギー消費性能基準に適合しない建築物への対応

を強化することとする。具体的には、建築物エネルギー消費性能基準に適合しない全て

の建築物の建築主を対象に、当該基準の適合に向けた計画の再検討の指導・助言等を行

うとともに、著しく建築物エネルギー消費性能が低い建築物（原則として、建築物エネ

ルギー消費性能基準に適合しない建築物であって、地域ごとに、当該地域における新築

の建築物（届出義務制度の対象となるものに限る。）の約９割が満たす建築物エネルギ

ー消費性能の水準に達していないものとすることが考えられる。）の建築主を対象に、

計画の変更の指示等を行うことを通じて、建築物エネルギー消費性能基準の適合率の向

上を図るよう努めることとする。 

（３） 評価・説明義務制度 

小規模建築物は、一棟あたりのエネルギー消費量は小さいものの、着工棟数は建築物

全体の９割以上を、エネルギー消費量は建築物全体の４割近くを占めることから、その

エネルギー消費性能の向上が不可欠である。 



 

 

小規模建築物の建築主の多くは建築物エネルギー消費性能を高めることについて潜

在的な関心を有するものの、十分な専門的知見がない個人であり、その関心は専門的な

知見を有する者からの具体的な説明や提案を受けて初めて顕在化・具体化するという性

質を有する。 

こうした小規模建築物の特性を踏まえ、本法では、評価・説明義務制度を通じて建築

士が関与しながら小規模建築物の建築主の行動変容を促し、建築物エネルギー消費性能

基準への適合を推進することとする。 

具体的には、建築主が、建築しようとする小規模建築物について建築物エネルギー消

費性能基準に適合させるための措置を適切に検討できるよう、建築主から評価・説明を

要しない旨の意思の表明があった場合を除き、建築士が、設計した小規模建築物の建築

物エネルギー消費性能基準への適合性について評価を行うとともに、当該設計の委託を

した建築主に対し、当該小規模建築物が建築物エネルギー消費性能基準に適合するか否

か及び適合していない場合には建築物エネルギー消費性能の確保のためにとるべき措

置について、説明することとする。 

（４） 特定建築主の新築する住宅及び特定建設工事業者の新たに建設する住宅に係る措

置 

特定建築主及び特定建設工事業者（以下（４）において「特定建築主等」という。）

においては、エネルギー消費性能に係る標準仕様の整備、建築材料の一括発注等の生産

体制が主流となってきており、その供給する住宅の大部分は、自らが定めた住宅の構造

及び設備に関する規格に基づく住宅である。特定建築主等は、市場全体の建材の品質・

価格形成や施工技術の水準等に与える影響が大きく、エネルギー消費性能の高い建築物

の開発・供給を促すことにより、新築住宅全体のエネルギー消費性能の向上を効率的に

進めることができる。 

こうした点に着目し、住宅トップランナー制度において、特定建築主等を対象として、

これらの事業者が供給する住宅のエネルギー消費性能の実態等を踏まえた適切な水準

の基準を設定し、エネルギー消費性能の向上を図る。 

また、国土交通大臣は、目標年度において当該基準への適合状況が不十分であるなど、

エネルギー消費性能の向上を相当程度行う必要があると認めるときは、特定建築主等に

対して勧告・命令を行うことができることから、特定建設工事業者の供給する住宅の最

終的なエネルギー消費性能は建築主が決定することに留意しつつ、勧告の実施等を通じ

て、制度の効果的な運用に努めるものとする。 

（５） 表示制度 

建築物のエネルギー消費性能の向上を図るためには、建築物のエネルギー消費性能の

見える化を通じて、エネルギー消費性能に優れた建築物が市場で適切に評価され、消費

者に選択されるような環境整備を図ることが重要である。具体的には、信頼性の高い評

価指標や第三者の評価による建築物のエネルギー消費性能の表示制度の充実及び普及

が有効である。 

こうした表示制度の普及により、建築主等に対してインセンティブが付与され、建築

物のエネルギー消費性能の向上につながることが期待される。 

① 販売・賃貸事業者の建築物のエネルギー消費性能の表示に関する努力義務 

本法において、販売・賃貸事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物について、エ



 

 

ネルギー消費性能を表示するよう努めなければならない旨規定されている。国は、販

売・賃貸事業者が、建築物のエネルギー消費性能の表示を行うに当たり、表示するこ

とが望ましい項目や表示方法等について、建築物のエネルギー消費性能の表示に関す

る指針（以下「建築物エネルギー消費性能表示指針」という。）に基づき、消費者が

建築物の購入や賃借を検討する際に、エネルギー消費性能を踏まえて適切に判断する

ことができるよう、建築物エネルギー消費性能表示指針に則ったエネルギー消費性能

の分かりやすい表示の実施を促進する。 

② 基準適合認定表示制度 

本法では、建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定を受けた場合に

は、その旨の表示を付することができる制度（基準適合認定表示制度）が設けられて

いる。特に既存建築物については、そのエネルギー消費性能は千差万別であるが、当

該表示を付することで当該既存建築物が基準適合認定建築物であることを購入者や

賃借人等が一目で認識できることとなる。 

建築物の所有者は、既存建築物の省エネルギー改修等を行い、基準適合認定建築物

とした場合に、本表示制度を活用することが考えられる。 

（６） 誘導基準適合認定及び容積率の特例 

国全体のエネルギー消費量を削減するに当たっては、エネルギー消費性能が建築物エ

ネルギー消費性能基準を超える優れた建築物の普及を図ることが不可欠である。このた

め、本法では、複数の建築物の連携により高いエネルギー消費性能を実現しようとする

取組を含め建築物エネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能誘導基準に適合す

ること等を認定基準とする建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（以下（６）にお

いて「誘導基準適合認定」という。）及び容積率の特例を設けている。 

所管行政庁は、誘導基準適合認定を受けた建築主（以下（６）において「認定建築主」

という。）に対し、認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画（以下（６）にお

いて「認定建築物エネルギー消費性能向上計画」という。）に基づくエネルギー消費性

能向上のための建築物の新築等の状況について報告を求めることができることから、認

定建築物エネルギー消費性能向上計画に従って建築物のエネルギー消費性能向上のた

めの建築物の新築等がされることを確保するため、建築等に係る工事が終了した旨の報

告を求める等、適切な措置を講ずることが必要である。具体的には、認定建築物エネル

ギー消費性能向上計画に従ってエネルギー消費性能向上のための建築物の新築等に係

る工事が行われた旨を建築士等が確認した書類により報告を行うことを認定建築主に

対し求めることとする。 

また、国及び地方公共団体は、建築物のエネルギー消費性能の表示制度や支援措置等

を通じて、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物のより一層の普及に努

めることとする。 

なお、建築物エネルギー消費性能誘導基準については、エネルギー需給の実態や目標、

建築物のエネルギー消費性能の実態等を踏まえ、定期的にその水準の見直しを図ること

とする。 

（７） 地方公共団体の条例による建築物エネルギー消費性能基準の付加 

地方公共団体は、その地方の自然的社会的条件の特殊性により、建築物エネルギー消

費性能基準のみによってはエネルギー消費性能を確保することが困難であると認める



 

 

場合においては、条例で、建築物エネルギー消費性能基準に必要な事項を付加すること

ができることとする。 

３．エネルギー消費性能に優れた建築物の建築等及び取得時の負担の軽減 

エネルギー消費性能に優れた建築物は、一般的な建築物と比較して新築、取得等に係る

費用が一定程度高くなることが見込まれる。エネルギー消費性能に優れた建築物の新築、

取得等に対するインセンティブを付与するため、建築物の省エネルギー化に要する費用に

係る支援措置の充実に努めることとする。この場合において、既存建築物の断熱化等の躯

体の改修は技術的にも容易でないこと、賃貸住宅については省エネルギー化による光熱費

低減のメリットが所有者ではなく入居者に帰属すること、地域の気候風土によって省エネ

ルギー化の達成のしやすさが異なること等、建築物の特性や地域特性に応じた支援措置が

求められていることに留意する。 

４．設計、施工等を担う技術者の育成、中小工務店等の技術力向上等への配慮 

エネルギー消費性能に優れた建築物の建築等を行うに当たっては専門的な知識が必要

になることから、実際に設計・施工等を行う事業者や技術者等が、エネルギー消費性能に

優れた建築物の設計や断熱施工に関する技術等を十分に修得できるよう努めることとす

る。特に、住宅・建設産業は、技術水準等に差のある大工・中小工務店等の占める割合が

大きいことから、大工・中小工務店等に対する技術講習の実施等により、エネルギー消費

性能に優れた建築物の建築等に関する技術の普及並びに人材の養成及び資質の向上に努

めることとする。 

また、本法に定める住宅トップランナー制度とあわせて、住宅事業者の自発的な取組を

更に促すため、国は、住宅事業者から自発的に提供された住宅のエネルギー消費性能の向

上に係る目標やその達成状況等の情報を集約し、消費者等に分かり易く公表する仕組みを

整備するよう努めることとする。 

５．技術開発等 

国は、建築物のエネルギー消費性能の向上に資する技術の開発及びエネルギー消費性能

の評価のための手法の整備を支援するため、財政上の措置等の必要な措置を講ずるよう努

めるとともに、それらの措置に係る十分な情報の提供を行うものとする。 

また、本法に基づく国土交通大臣による特殊の構造又は設備を用いる建築物の認定制度

について、適確な運用を図り、エネルギー消費性能の向上に資する新技術の普及・促進を

図ることとする。 

加えて、建築物のエネルギー消費性能の向上を進める上で、エネルギー消費性能の向上

に資する科学技術の振興を図ることは、大きな意義を有するものであることを踏まえ、国

は、現行の建築物エネルギー消費性能基準ではその効果が十分に評価できていない技術に

ついて、そのエネルギー消費性能等に係る調査研究及びデータの収集・蓄積の推進やその

成果の普及等に努めるものとする。 

国及び関係機関は、各技術におけるエネルギー消費性能の向上の効果や住宅の断熱化等

による健康維持・増進効果等の検証について、協力して取り組むとともに、その検証結果

等の情報発信等に努めるものとする。 

６．気候風土適応住宅への配慮 

伝統的構法の住宅については、断熱が困難な構法を採用していることや比較的大きな開

口部を有していること等により、一般的に、建築物エネルギー消費性能基準への適合が困



 

 

難な場合がある。 

このため、本法では、通風の確保など地域の気候・風土・文化を踏まえた工夫の活用に

より優れた居住環境の確保を図る伝統的構法による住まいづくりの重要性に配慮し、地域

の気候及び風土に応じた住宅については、届出義務制度及び評価・説明義務制度の適用に

あたり、建築物エネルギー消費性能基準を一部合理化する措置を講じる。 

第３ 建築物のエネルギー消費性能の向上のために建築主等が講ずべき措置に関する基本的

な事項 

１．建築物の建築主が講ずべき措置 

（１） 本法においては、規制的措置として、特定建築行為を行う建築主に対しては、基

準適合義務が定められているほか、一定規模以上の建築物の建築を行う建築主について

は届出が義務付けられている。 

その他の建築主についても、建築をしようとする建築物について、エネルギー消費性

能基準に適合させるために必要な措置を講ずる努力義務が本法において定められてい

る。具体的には、建築をしようとする建築物が建築物エネルギー消費性能基準に適合し

たものとなるよう、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止、エネルギー消費効率に優れ

た空気調和設備等の採用、再生可能エネルギーの利用の推進等を図り、建築物エネルギ

ー消費性能基準に適合するよう措置を講ずるよう努めるものとする。また、外壁、窓等

を通しての熱の損失の防止を図るための措置については、次の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

① 外壁の方位、室の配置等に配慮して建築物の配置計画及び平面計画を策定すること。 

② 外壁、屋根、天井、床、窓等の開口部を断熱性の高いものとすること。 

③ 窓からの日射の適切な制御が可能な方式の採用等により日射による熱負荷の低減

を図ること。 

④ 気密性の確保、防露性能の確保、室内空気汚染の防止等に十分配慮すること。 

⑤ 非住宅建築物については、屋内周囲空間の熱負荷の低減を図るものとし、誘導基準

における外皮基準（ＰＡＬ＊）を満たすよう措置を講ずること。 

⑥ 住宅については、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済

産業省・国土交通省令第１号）第１条第１項第２号イの外皮平均熱貫流率及び平均日

射熱取得率の基準並びに別表１の気密性の確保及び結露の防止等の措置の基準等を

満たす措置を講ずるよう努めること。 

（２） 建築物の建築をしようとする者、建築物の直接外気に接する屋根、壁又は床の修

繕又は模様替をしようとする者及び建築物への空気調和設備等の設置又は建築物に設

けた空気調和設備等の改修をしようとする者は、当該建築物の外壁、窓等を通しての熱

の損失の防止及び当該建築物に設ける空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用

を図るため、適確な建築等を行うとともに、エネルギー消費効率が優れ、かつ、効率的

な使用が可能となる空気調和設備等の設置又は適切な改修に努めるものとする。建築物

に設けた設備等の性能を適確に発揮できるよう必要に応じ当該設備等の性能の検証（コ

ミッショニング）を実施するよう努めるものとする。 

２．建築物の所有者等が講ずべき措置 

（１） 建築物の所有者は、当該建築物の状況、投資効果等を総合的に勘案しつつ、次の

事項を実施するよう努めるものとする。 



 

 

① エネルギー消費効率の向上及び効率的な使用の観点から、エネルギーを消費する既

設の設備の更新及び改善並びに当該既設設備に係るエネルギーの使用の制御等の用

に供する付加設備を導入すること。 

② 建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止及び当該建築物に設ける空気調和設

備等に係るエネルギーの効率的利用の観点から、当該建築物の適正な維持保全を行う

とともに、当該建築物のエネルギー消費性能の向上を図るため、改修その他の所要の

措置についても検討すること。 

（２） 建築物の所有者、管理者又は占有者（以下（２）及び別表２において「所有者等」

という。）は、当該建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止のため、別表２の建

築物の所有者等の維持保全に関する措置の基準を満たすよう努めるとともに、空気調和

設備等に係るエネルギーの効率的利用に努めるものとする。 

特に、特定建築物の所有者は、建築物エネルギー消費性能基準に適合する状態が維持

されるよう特定建築物の維持保全を実施するよう努めるものとする。 

（３） 建築物の所有者は、建築物エネルギー消費性能表示指針に則って表示するように

努めるものとする。 

３．建築物の設計者等が講ずべき措置 

建築物の設計又は施工を行う者は、適確な設計又は施工を行うことを通じて、建築物の

エネルギー消費性能の向上に努めるものとする。 

建築物の設計又は施工に当たっては、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止措置に関し

て適切に設計又は施工を行うとともに、より高効率な空気調和設備等や太陽光発電等の再

生可能エネルギーを利用する設備の利用、更新等が図られるよう努め、省エネルギーの観

点からより適切な運転を実現できるよう、設備等の性能の検証や最適化等を適確に実施し、

適切な施工を行うよう努めるものとする。特に、住宅の断熱材の施工に当たっては、別表

３の住宅の断熱材の施工に係る留意事項に配慮することとする。 

また、小規模建築物は、建築物のエネルギー消費性能に関して十分な知識を有していな

い個人が建築主である場合が多く、建築物のエネルギー消費性能に関する建築主の理解の

不足が建築物のエネルギー消費性能向上の課題となっている。一方で、建築主自身が当該

建築物の居住者や利用者になることが多く、設計時点における建築主に対する建築物のエ

ネルギー消費性能に関する情報の提供が、建築物のエネルギー消費性能の向上のきっかけ

となると考えられることから、評価・説明義務制度の適切な実施を通じて建築主の行動変

容を促すよう努めるものとする。この際、あわせて、建築物の使用及び維持保全に係る留

意点等について説明することが望ましい。 

４．特定建築主等が講ずべき措置 

特定建築主は、分譲型一戸建て規格住宅につき、また、特定建設工事業者は、請負型規

格住宅につき、そのエネルギー消費性能の一層の向上のために必要な住宅の構造及び設備

に関する基準を満たすよう努めることとする。具体的には、当該住宅の外壁、窓等を通し

ての熱の損失の防止及び住宅に設ける空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用等

によるエネルギー消費性能の向上を図るため、適確な建築等を行い、エネルギー消費効率

が優れた空気調和設備等の設置及び再生可能エネルギーの利用の推進等を図り、エネルギ

ー消費性能の向上に資する住宅に関する技術の開発及び導入に努めるものとする。 

５．建築物の販売・賃貸事業者が講ずべき措置 



 

 

建築物の販売・賃貸事業者は、消費者がエネルギー消費性能に優れた建築物の選択をよ

り行いやすくする観点から、建築物エネルギー消費性能表示指針に則った表示を行い、自

らが販売又は賃貸する建築物のエネルギー消費性能の情報の提供等に努めるものとする。 

６．熱損失防止建築材料の製造事業者等が講ずべき措置 

熱損失防止建築材料（建築物の直接外気に接する屋根、壁又は床（これらに設ける窓そ

の他の開口部を含む。）を通しての熱の損失の防止の用に供される建築材料をいう。以下

６．において同じ。）の製造を行う者は、その製造に係る熱損失防止建築材料につき、製

品開発、設計、試作及び量産の各段階において熱の損失の防止に関する性能の向上に力点

を置いた事業活動を展開するよう努めるものとする。 

熱損失防止建築材料の製造、加工、輸入又は販売の事業を行う者は、熱の損失の防止に

関する性能の優れた建築材料が普及するよう、当該性能に関する規格の設定、施工の容易

性の向上に努めるとともに、建築主、設計事務所、ハウスメーカー、工務店、建築材料製

造事業者等に対する熱損失防止建築材料の適正な選択に資する情報の提供その他所要の

措置を講ずるよう努めるものとする。 

別表１ 気密性の確保及び結露の防止等の措置の基準 

１ 気密性の確保 

室内に直接侵入する隙間風の防止による暖冷房負荷の削減、壁体内気流の防止措置によ

る断熱材の断熱効果の補完及び適確な計画換気の実現のため、気密性を確保するための措

置を講ずるものとする。 

２ 防露性能の確保 

次の事項に留意し、単位住戸の断熱性能及び耐久性能を損なうおそれのある結露の発生

を防止するための措置を講ずるものとする。 

（１） 表面結露の防止 

単位住戸の断熱性能が外皮平均熱貫流率の基準に適合する場合であっても、断熱構造

化すべき部位において、表面結露が発生するおそれのある著しく断熱構造を欠く部分

（開口部を除く。）を設けないこと。 

（２） 内部結露の防止 

断熱材の内部又は断熱材よりも屋外にあって外気に開放されていない部分において

は、内部結露の発生を防止するため、水蒸気の侵入及び排出について考慮し、当該部分

に多量の水蒸気が滞留しないよう適切な措置を講ずること。 

３ 暖房機器等による室内空気汚染の防止 

単位住戸に開放燃焼式の暖房機器又は給湯機器を設置する場合にあっては、室内空気汚

染を可能な限り防止するための措置を講ずるものとする。 

４ 防暑のための通気経路の確保 

夏期の防暑のために通風が有効な地域における単位住戸について、防犯及び騒音防止の

観点から日常生活に支障のない範囲で通風経路の確保に努めるものとする。 

別表２ 建築物の所有者等の維持保全に関する措置の基準 

建築物の所有者等は、次に掲げる事項を適確に講ずるよう努めるものとする。 

１ 建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止 

次に掲げる事項に配慮し、建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止を図るものと

する。 



 

 

（１） 熱の損失が増大しないよう採用した室の配置等の維持保全をすること。 

（２） 外壁、屋根、床、窓等の開口部の清掃、補修等により、これらの断熱性の維持保

全をすること。 

（３） 窓からの日射の制御の状態の点検、緑化施設の保全等により、日射による熱負荷

の低減措置の維持保全をすること。 

なお、住宅の維持保全については、躯体（屋根（小屋裏又は天井裏が外気に通じてい

るものを除く。以下同じ。）又はその直下の天井、外気等（外気又は外気に通じる床裏、

小屋裏若しくは天井裏をいう。以下（３）において同じ。）に接する天井、壁、床（地

盤面をコンクリートその他これに類する材料で覆ったもの又は床裏が外気に通じない

もの（以下（３）において「土間床等」という。）を除く。以下同じ。）及び外周が外

気等に接する土間床等をいう。）及び開口部の断熱性能等に係る維持保全については、

その断熱性能等の低下を抑制するため、次に掲げる事項について定期的に点検し、必要

に応じて適切に補修すること。 

① 屋根及び外壁の表面のひび割れ、剥がれ等の有無 

② 開口部の建具の破損、隙間等の有無 

③ ひさし、軒その他日射の侵入を防止する部分の破損の有無 

２ 空気調和設備に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、空気調和設備に係るエネルギーの効率的利用を図るものとす

る。 

（１） 室等の空気調和負荷の特性等に配慮して採用した空気調和設備のシステムの維持

保全をすること。 

（２） 風道、配管等の点検、補修等により、エネルギーの損失を抑制するために採用し

た熱搬送設備の維持保全をすること。 

（３） 熱源機器、ポンプ、空気調和機等の作動状況の点検等により、採用した空気調和

設備の制御方法の維持保全をすること。 

（４） 熱源システムの点検等により、採用した熱源システムのエネルギーの利用効率を

維持すること。 

３ 空気調和設備以外の機械換気設備に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、空気調和設備以外の機械換気設備に係るエネルギーの効率的

利用を図るものとする。 

（１） 風道等の点検、補修等により、エネルギーの損失を抑制するために採用した空気

搬送設備の維持保全をすること。 

（２） 送風機等の作動状況の点検等により、採用した機械換気設備の制御方法の維持保

全をすること。 

（３） 機器の点検、清掃等により、採用した機器の換気能力及びエネルギーの利用効率

を維持すること。 

４ 照明設備に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、照明設備に係るエネルギーの効率的利用を図るものとする。 

（１） 照明設備の点検、清掃等により、採用した照明設備の効率を維持すること。 

（２） 照明設備の作動状況の点検等により、採用した照明設備の制御方法の維持保全を

すること。 



 

 

（３） 保守管理に配慮して採用した設置方法の維持保全をすること。 

（４） 照明設備の配置、照度、室等の形状、内装仕上げ等の維持保全をすること。 

５ 給湯設備に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、給湯設備に係るエネルギーの効率的利用を図るものとする。 

（１） 配管の点検、補修等により、エネルギーの損失を抑制するために採用した配管設

備の維持保全をすること。 

（２） 熱源機器、ポンプ等の作動状態の点検等により、採用した給湯設備の制御方法の

維持保全をすること。 

（３） 熱源システムの点検等により、採用した熱源システムのエネルギーの利用効率を

維持すること。 

６ 昇降機に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、昇降機に係るエネルギーの効率的利用を図るものとする。 

（１） 昇降機の作動状況の点検等により、採用した昇降機の制御方法の維持保全をする

こと。 

（２） 駆動装置の点検等により、採用した駆動装置のエネルギーの利用効率を維持する

こと。 

７ エネルギー利用効率化設備に係るエネルギーの効率的利用 

次に掲げる事項に配慮し、エネルギー利用効率化設備に係るエネルギーの効率的利用を

図るものとする。 

（１） エネルギー利用効率化設備の点検、清掃等により、採用したエネルギー利用効率

化設備の効率を維持すること。 

（２） エネルギー利用効率化設備の作動状況の点検等により、採用したエネルギー利用

効率化設備の制御方法の維持保全をすること。 

（３） 保守管理に配慮して採用した設置方法の維持保全をすること。 

別表３ 住宅の断熱材の施工に係る留意事項 

断熱材の施工に当たっては、次に掲げる事項に配慮すること。 

（１） 断熱材は、必要な部分に隙間が生じないよう施工すること。 

（２） 外壁の内部の空間が外気に通じる天井裏又は外気に通じる床裏に対し開放されてい

る住宅の当該外壁に充填断熱工法によって断熱施工する場合にあっては、当該外壁の上下

端部、床、天井又は屋根との取合部に気流止めを設けること。 

（３） 間仕切壁と天井又は床との取合部において、間仕切壁の内部の空間が外気に通じる

天井裏又は外気に通じる床裏に対し開放されている場合にあっては、当該取合部に気流止

めを設けること。 

（４） グラスウール、ロックウール、セルローズファイバー等の繊維系断熱材、プラスチ

ック系断熱材（産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）に基づく日本産業規格（以下

「日本産業規格」という。）Ａ９５２１（建築用断熱材）に規定するもの、日本産業規格

Ａ９５２６（建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォーム）に規定する吹付け硬質ウレタン

フォームＡ種１、Ａ種１Ｈ、Ａ種２又はＡ種２Ｈに適合するもの及びこれらと同等以上の

透湿抵抗を有するものを除く。）その他これらに類するものであって透湿抵抗の小さい断

熱材を使用する場合にあっては、防湿層（断熱層（断熱材で構成される層をいう。以下（４）

において同じ。）の室内側に設けられ、防湿性が高い材料で構成される層であって、断熱



 

 

層への漏気及び水蒸気の侵入を防止するものをいう。）を設けること。ただし、結露の発

生の防止に有効な措置が講じられていることが確かめられた場合にあっては、この限りで

ない。 


